
地域保健対策の推進に関する基本的な指針改正
（平成24年7月31日厚生労働省告示第464号）の概要

１ ソーシャルキャピタルを活用した自助及び共助の支援の推進

地域保健対策の推進に当たって、地域のソーシャルキャピタル（信頼、社会規範、ネットワークと地域保健対策の推進に当たって、地域のソ シャルキャピタル（信頼、社会規範、ネットワ クと
いった社会関係資本等）を活用し、住民による自助及び共助への支援を推進すること。

２ 地域の特性をいかした保健と福祉の健康なまちづくりの推進

市町村は 学校や企業などの地域の幅広い主体との連携を進め 住民との協働による健康なまち市町村は、学校や企業などの地域の幅広い主体との連携を進め、住民との協働による健康なまち
づくりを推進すること。

３ 医療、介護及び福祉等の関連施策との連携強化

び 道 び市町村は、保健と介護及び福祉を一体的に提供できる体制整備に努め、都道府県及び保健所は、
管内の現状を踏まえ、医療、介護等のサービスの連携体制の強化に努めること。

４ 地域における健康危機管理体制の確保

○都道府県及び市町村は、大規模災害時を想定し、被災地以外の自治体や国とも連携した情報収集
体制や保健活動の全体調整、保健活動への支援等の体制を構築すること。

○国は、広域的な災害保健活動に資する人材育成支援や保健師等について迅速に派遣のあっせん・
調整できる仕組みの構築を行うこと。

５ 学校保健との連携

保健所及び市町村保健センターは、学校保健委員会やより広域的な協議の場に可能な限り参画保健所及び市町村保健センタ は、学校保健委員会やより広域的な協議の場に可能な限り参画
し、連携体制の強化に努めること。

地域保健対策の推進に関する基本的な指針改正
（平成24年7月31日厚生労働省告示第464号）の概要

６ 科学的根拠に基づいた地域保健の推進

国、都道府県及び市町村は、地域保健に関する情報の評価等を行い、その結果を計画に反映させ
るとともに、関係者や地域住民に広く公表することを通じて、地域の健康課題と目標の共有化を図
り、地域保健対策を一体的に推進することが重要であること。

７ 保健所の運営及び人材確保に関する事項
保健所は、専門的な立場から企画、調整、指導及びこれらに必要な事業等を行い、市町村への積

極的な支援に努めること。

８ 地方衛生研究所の機能強化
地方衛生研究所を設置する自治体は、サーベイランス機能の強化や迅速な検査体制の確立等が

求められている とを踏まえ 技術的中核機関としての地方衛生研究所の 層の機能強化を図る求められていることを踏まえ、技術的中核機関としての地方衛生研究所の一層の機能強化を図るこ
と。

９ 快適で安心できる生活環境の確保

都道府県、国等は、食中毒等に係る情報共有体制の強化や食品衛生監視員等の資質向上等を通
じた保健所機能の強化に努めるとともに、生活衛生同業組合等の関係団体に対する指導・助言に努
め、営業者の自主的な衛生管理等を通じた食品安全・生活衛生等の施策の推進を図ること。

びが 推１０ 国民の健康増進及びがん対策等の推進

健康増進計画の策定・実施等の取組を行う場合、ソーシャルキャピタルを活用した地域の健康づく
りに関係するＮ Ｐ Ｏ 等との連携及び協力も強化すること。また、地域のがん対策、肝炎対策、歯科口

腔保健の推進に関し、それぞれ必要な施策を講じること。

各自治体におかれては、改正の趣旨を踏まえ、今後とも地域保健対策の円滑な実施及び
総合的な推進を図っていただきたい。

-17-



医師が保健所長になるための要件

根拠：地域保健法施行令第４条第１項

保健所長は、医師であって次の各号のいずれかに該当する法第５条第１項に規定する地方公共団体の長の補
助機関である職員でなければならない。

根拠：地域保健法施行令第４条第１項

①３年以上公衆衛生の実務に従事した経験がある者（１号）

国立保健医療科学院（養成訓練課程）

②国立保健医療科学院
の行う養成訓練の課程

＜専門課程Ⅰ＞
○本科（１年３５単位）

基礎（３ヶ月１２単位）、応用（９ヶ月２３単位）

又は

保
健
所

の行う養成訓練の課程
を経た者（２号） ＜専門課程Ⅱ＞

健康危機管理分野（２年３７単位）

又は
所
長
に
就平成２０年度までに専門課程Ⅱ（健康危機管理分野）を

修了した者

③厚生労働大臣が、前２

外国において②に準じる課程を修了し、公
衆衛生修士（ＭＰＨ、ＭＳＰＨ）の学位を取得
した者

任
可
能

修了した者

③厚生労働大臣が、前２
号に掲げる者と同等以
上の技術又は経験を有
すると認めた者（３号）

医師免許取得後、公衆衛生関係の研究若し
くは教育に３年以上従事した経験又は診療
に５年以上従事した経験を有する者
※医師免許取得後の保健所若しくは地方公共団体又
は国の衛生主管部局で１年以上勤務した者は経験年

＜専門課程Ⅰ＞
○本科（１年３５単位）

基礎（３ヶ月１２単位）、応用（９ヶ月２３単位）

※基礎分野のみの修了で可は国の衛生主管部局で１年以上勤務した者は経験年
数に算入可

※基礎分野のみの修了で可

・平成21年４月１日 追加（ ）

医師以外の者が保健所長になるための要件

前項の規定にかかわらず、法第5条第1項に規定する地方公共団体の長が医師をもって保健所の所長に充てることが著しく困難であると認めるとき
は 年 内 限り 次 各号 ずれ も該当する 師 な 項 規定する地方 共団体 長 補助機関 ある職員をも 保健所長 充

根拠：地域保健法施行令第４条第２項

①５年以上の公衆

医
学
に

等
を
見

の
出
題

国立保健医療科学院 ※

就
任

※

当
該

は、2年以内に限り、次の各号のいずれにも該当する医師でない同項に規定する地方公共団体の長の補助機関である職員をもって保健所長に充
てることができる。

①５年以上の公衆
衛生の実務経験
（二号）

(平成17年度～）

養成訓練課程
養
成
訓
練
課

に
関
す
る
専
門
知
識

見
る
試
験
（別
表
２

題
範
囲
）に
合
格

保

健

任
期
間
は
原
則

（や
む

該
保
健
所
に
別＜専門課程Ⅰ＞

課

②２０年以上の公
衆衛生の実務経験
を有すると地方自

課
程
の
受
講
資
格

識２

所

長

則
２
年
以
内

む
を
得
な
い
場

別
途
医
師
を
配

＜専門課程 ＞
○本科 （１年、３５単位）
基礎（３ヶ月、１２単位）、応用（９ヶ月、２３単位）

＊当分の間、基礎のみの修了で可

課
程
修
了

治体の長が認めた
者（一号）
＊診療付随業務、研究，
教育歴も年数加算の対
象(最大10年）

格
試
験
に
合
格

に

就

任

場
合
、
２
年
以
内

配
置
が
必
要＜専門課程Ⅱ＞

健康危機管理分野 （２年 ３７単位）

又は

（三
号)

③昭和５５年度から平
成２０年度までに、専
門課程若しくは専門課
程分割前期又は専門
課程Ⅱ（健康危機管理

任

可

能

内
の
延
長
可
能

健康危機管理分野 （２年、３７単位）

医
学
に
関
す
る

識
等
を
見
る
試

表
２
の
出
題
範

課程Ⅱ（健康危機管理
分野）を修了した者（三
号）

能能
）

・平成17年４月１日適用
・平成21年４月１日緩和又は追加（ ）

る
専
門
知

試
験
（別

囲
）

平成 年 月 日緩和又は追加（ ）

医師を保健所長に配置することが著しく困難な場合には本制度を有効に活用いただきた
い。
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地域 健対策 推進 健 が 割を 機能を充分 揮 衆衛生 師 確

公衆衛生医師確保に関する各種取組について

①公衆衛生医師確保推進登録事業

地域保健対策の推進においては、保健所が重要な役割を果たしており、その機能を充分に発揮するためには、公衆衛生医師の確
保が重要である。このため、保健所等において公衆衛生に従事する医師の確保推進を図るため、公衆衛生に従事することを希望す
る医師（以下「希望医師」という。）の情報及び公衆衛生に従事する医師を必要とする地方公共団体（以下「登録自治体」とい
う。）の情報をそれぞれ登録し、希望医師及び登録自治体に対して、希望条件に合致する登録自治体及び希望医師についての情報
提供を行うもの。提供を行うもの。

保
健

を
希臨教

医
師

保
健

師
を

①登録
公
衆希登登

条
件 登録①

登録事業の仕組み（イメージ）

健
所
等
で
公

希
望
す
る
医

臨
床
に
従
事
し

育
・
研
究
機

等
健
所
等
で
公
衆

を
必
要
と
す
る

（登録情報）
・連絡先等の基本情報

・公衆衛生、臨床経験等医
師としての専門性に関する

衆
衛
生
医
師

希
望
医
師
情
報

録
自
治
体
情

録
情
報
の
う

に
合
致
す
る

（登録情報）
・地方公共団体の名称、連
絡先等の基本情報

勤務地等勤務条件に関す

登録①

公
衆
衛
生
へ

医
師

し
て
い
る
医
師

機
関
に
勤
務
し

衆
衛
生
に
従
事

る
地
方
公
共
団

師としての専門性に関する
情報

・勤務地等希望する勤務条
件に関する情報

師
確
保
推
進

報情
報

う
ち
、
そ
れ
ぞ

る
も
の
。

・勤務地等勤務条件に関す
る情報

・公衆衛生、臨床経験等必
要とする医師としての専門
性

の
従
事

師し
て
い
る

事
す
る
医

団
体室

ぞ
れ
の
希
望 ②情報提供情報提供②

○公衆衛生医師募集パンフレットを作成し、大学医学部

等機関へ配布 提供
・就職希望登録医師 ７１名

地方自治体に就職が決定した医師数 名

これまでの実績（平成１６年～平成２３年度の累計） ②その他の取組

等機関へ配布・提供

○民間医師転職サイトへの求人情報の掲載（今年度より）

○若手医師・医学生向けセミナーへの出展

など、各種取組を実施

・地方自治体に就職が決定した医師数 １４名
・他への就職等により成立しなかった者 ２８名

（平成２３年度末現在登録者数 ２９名）

地域における保健師の保健活動について

地域における保健師の保健活動について地域における保健師 保健活動に て
（平成15年10月10日付け健発第1010003号 健康局長通知）

○都道府県及び市町村は下記により、地域における保健師の保健活動の充実強化を図る。
・ 地域保健関連施策の企画、立案、実施及び評価を行うことができる体制の整備
・ 保健師の計画的かつ継続的な確保

・ 現任教育・自己啓発の奨励・地域保健対策に係る部門以外の部門への人事異動その他の手段による教育
の体系的な実施

・ 様々な部門への適切な配置、地域保健関連施策の企画調整部門等への配置

地域における保健師の保健活動について
（平成15年10月10日付け健総発第1010001号 健康局総務課長通知）

都道府県及び市町村が留意すべき事項都道府県及び市町村が留意すべき事項
【一般的留意事項】

地域保健関連施策の展開及びその評価、住民による主体的な健康づくりの支援、地域ケアシステムの
構築、保健計画等の策定、人材育成能力の習得 等

【活動領域等に応じた留意事項】【活動領域等に応じた留意事項】

都道府県保健所：専門的保健サービスの提供、調査研究、各種保健計画策定への参画等市町村：各分
野に係る保健サービスの提供、各種保健計画の策定、地域ケアシステムの構築等

地域における保健師の保健活動指針について地域における保健師の保健活動指針について
（平成15年10月10日付け 健康局総務課保健指導官事務連絡）

○地域における保健師の保健活動を活動領域等別に分け、取り組むべき方向について具体的に示した

ものもの。

○保健師は行政職員としての職責を担うだけでなく、専門技術職員として保健活動を行うことが重要であ

る。
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地域における保健師の保健活動に関する検討会報告書（案）（概要）
（平成24年度地域保健総合推進事業）

○疾病構造の変化、少子・高齢化の進展、地域コミュニティ
の脆弱化、市町村の役割増大

○介護保険法の改正（地域包括支援センター設置、地域支

Ⅰ 保健師を取り巻く環境の変化

○業務分担制に伴い、地域全体を捉える力の低下
○各種施策・事業の増加による地区活動の減少
○団塊の世代退職等による技術継承の仕組みの

Ⅱ 保健師の活動の現状と課題

○介護保険法の改正（地域包括支援センタ 設置、地域支
援事業創設等）、特定健康診査・特定保健指導 の開始、
虐待防止関連法律の充実等

○地方公共団体の保健師数は増加傾向（特に市町村は大
幅に増加）、本庁配置保健師の増加

○団塊の世代退職等による技術継承の仕組みの
未確立

幅に増加）、本庁配置保健師の増加

Ⅲ 今後の保健師の活動の方向性

◆地域を「みる」「つなぐ」「動かす」
○個人の問題から集団に共通する地域の健康課題や関連施策全体を俯瞰

して捉える。個から集団へ、集団から地域と視点を発展させる。
○健康問題を解決するために必要な住民や組織をつなぎ、相互の関わりを

支援 なが 自助 助など 住 主体 動を き す

１
保

地域を
「みる」「つなぐ」

支援しながら、自助、共助などの住民主体の行動を引き出す。
◆予防的介入の重視

○日頃の活動を通じて、健康課題やそれに不随する家族問題が顕在化する
前の段階からその可能性を予見し、予防的に関与する。

○健康課題 気付 な ある は支援 必 性を訴 る とが きな

保
健
師
の
活

保健師の
活動の
本質

「みる」「つなぐ」
「動かす」

○健康課題に気付いていない、あるいは支援の必要性を訴えることができな
い住民に対し、義務や契約に基づかないアプローチを行うことが可能。

◆地区活動に立脚した地域特性に応じた活動の展開
○家庭訪問や健康づくり活動等を通じて地域に入り、住民の生活の場に直接

関わる とが きる地 活動を住民 実態を把握する

活
動
の
本

本質

予防的入
の重視

地区活動に
立脚した

活動の展開

関わることができる地区活動を住民の実態を把握する。
○個々の事例に共通する要因や潜在しているニーズを地域課題として捉え、

その地域特性に応じた活動を展開する。

質

Ⅲ 今後の保健師の活動の方向性

地域における保健師の保健活動に関する検討会報告書（案）（概要）
（平成24年度地域保健総合推進事業）

（１）保健師の活動を支える体制の整備等
○地区担当制の推進：地域の実情に応じて、保健師が担当

地区に責任を持つ活動の推進

（１）地域の特性をいかした住民主体の健康
なまちづくりの推進
・地域の実情に応じた住民同士の交流促進、

Ⅲ 今後の保健師の活動の方向性

２
保

３
保区 責任を持 活動 推進

○横断的な組織体制の整備：部門を越えて課題を共有し対
応策について共に検討する体制

○統括的な役割を担う保健師の位置づけ：分散配置の保健
師を技術的及び専門的側面から横断的に調整・支援する
保健師 配置

地域の実情に応じた住民同士の交流促進、
地域のネットワークづくり

・ソーシャルキャピタルの醸成・活用による住民
の主体的・継続的な健康課題への取組促進

（２）保健師の活動における連携強化

健
師
の
活

保
健
師
が

保健師の配置

（２）地域診断に基づくＰＤＣＡサイクルの実施
・地区活動及び各種保健統計等を踏まえた地域診断の結

果から、課題の優先度を判断し、ＰＤＣＡサイクルに基づく
活動の展開

○関係機関等との連携強化：顔の見える関係づ
くりに努め、各機関の有機的な連携の強化

○地域と職域の連携：互いが有する情報の共
有、

課題の明確化 事業の共同実施等による効

活
動
を
推
進

目
指
す
べ活動の展開

（３）人材の確保と育成
・保健師の計画的かつ継続的な確保
・中長期的視点に立った保健師の人員配置計画の策定、
効果的かつ十分な保健師の配置

課題の明確化、事業の共同実施等による効
果的・効率的な保健事業の展開

（３）災害対策及び健康危機管理体制の確保
・保健師の派遣調整を含む災害対策及び健康

危機管理体制の構築

進
す
る
た

べ
き
基
本
的効果的かつ十分な保健師の配置

・計画的なOJT、Off‐JT、ジョブローテーション、自己啓発で
構成する現任教育の組織的取組

（４）活動の科学的検証及びそれに基づく活動の実践
・日々の活動を科学的・研究的視点で検証し、最新の科学

危機管理体制の構築
・大規模災害時の災害応急対策、被災者の健
康状態把握、避難所の衛生管理等

・防災計画・マニュアル策定への参画、健康危
機事案発生時の健康問題解決に向けた活動

た
め
の
方
策

的
方
向
性

的知見等に基づく活動の実践
機事案発 時 健康問題解決 向け 活動

○国 ・・・活動指針の幅広い普及・活用（目的・趣旨の明記 実際の活動に沿った具体的内容の記載 保健師以外の

Ⅳ 活動指針の策定・周知と地方公共団体における活用

策

○国 ・・・活動指針の幅広い普及・活用（目的・趣旨の明記、実際の活動に沿った具体的内容の記載、保健師以外の
職員を含めた積極的な周知）、定期的な見直し

○地方公共団体 ・・・基本方針の策定（保健師に関する組織的理解の促進に資する方策を含む）、保健師配置計画の
策定
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平成 3 6年
平成23年平成20年

保健師の配置と地方交付税措置について

30,000

35,000

市 町 村

保健所設置市・特別区

市区町村計

平成5～11年
約10500人増員

平成13～16年
約1300人増員

約1400人増員
平成20年

約1400人増員 32,124人

27,165人

20,000

25,000

市区町村計

都道府県

合計

19,089人

15,000

平成5～11年
平成13～16年
約 人増員

平成23年
約70人増員

5,000

10,000
平成5～11年
約30人増員

約70人増員 8,076人

0

S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23  H24

S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

4,959人

市 町 村 9,256 9,628 9,990 10,206 10,520 10,826 11,158 11,525 11,982 12,502 13,876 14,586 15,881 16,560 17,358 18,007 18,272 18,555 18,628 18,686 18,325 18,387 18,556 18,831 19,051 19,097 19,031 19,089

保健所
設置市・
特別区

2,852 2,906 2,945 3,084 3,108 3,181 3,180 3,241 3,252 3,311 3,459 3,500 4,421 4,731 5,166 5,412 5,579 5,786 6,140 6,180 6,592 6,870 7,064 7,321 7,590 7,697 7,991 8,076

市区町
12 108 12 534 12 935 13 290 13 628 14 007 14 338 14 766 15 234 15 813 17 335 18 086 20 302 21 291 22 524 23 419 23 851 24 341 24 768 24 866 24 917 25 257 25 620 26 152 26 641 26 794 27 022 27 165

出典：H７年までは保健婦設置状況調査、H8年は保健所運営報告、H10年は全国保健師長会調査、H9年,H11‐20年は保健師等活動領域調査、H21‐2４年は保健師活動領域調査

村計
12,108 12,534 12,935 13,290 13,628 14,007 14,338 14,766 15,234 15,813 17,335 18,086 20,302 21,291 22,524 23,419 23,851 24,341 24,768 24,866 24,917 25,257 25,620 26,152 26,641 26,794 27,022 27,165

都道府
県

5,180 5,206 5,202 5,184 5,201 5,222 5,204 5,228 5,223 5,215 5,174 5,132 5,915 5,840 5,783 5,871 5,728 5,636 5,565 5,503 5,397 5,304 5,220 5,160 5,058 4,975 4,972 4,959

合計 17,288 17,740 18,137 18,474 18,829 19,229 19,542 19,994 20,457 21,028 22,509 23,218 26,217 27,131 28,307 29,290 29,579 29,977 30,333 30,369 30,314 30,561 30,840 31,312 31,699 31,769 31,994 32,124

保健師の配置について

交付税措置人数(試算） 活動領域調査 差 引

（人）
平成２４年度地方交付税措置人数（試算）と実人員（平成２４年度活動領域調査）との比較

交付税措置人数(試算）
Ａ

活動領域調査
Ｂ

差 引
（Ａ－Ｂ）

道府県分 ６，８７８ ４，９０３ １，９７５

市町村分 ２６，１７８ ２３，６５４ ２，５２４

合計 ３３，０５６ ２８，５５７ ４，４９９

地方交付税による措置人数が実人員数を大きく上回っている

各自治体におかれては 住民に効果的かつ質の高い保健福祉サービスを提供するた各自治体におかれては、住民に効果的かつ質の高い保健福祉サ ビスを提供するた

め、中長期的な視点に立った人員配置計画を策定し、必要な人員の確保に努められたい。

人員の確保に当たっては「保健師の確保方策に関する事例集作成検討会報告書（平成１

９年地域保健総合推進事業）」も参考にされたい。
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被災地健康支援臨時特例交付金（平成23年度第３次補正）

２９億円２９億円

東日本大震災により長期にわたる避難所・仮設住宅での生活を余儀なくされた被災者につ
いて、健康状態の悪化を防ぐため、今後とも継続的な保健活動を維持することが重要。

このため、被災自治体における健康支援活動の体制の強化を図るため、地域保健活動を担
う専門人材の確保など 仮設住宅等を中心とした保健活動等への支援を行うものう専門人材の確保など、仮設住宅等を中心とした保健活動等への支援を行うもの。

【事業の対象地域】
事業例： 全戸訪問プロジェクト（仮称）

仮設住宅が設置されている被災県（岩手、宮城、
福島、茨城、栃木、千葉、長野）。このうち、 被災地の仮設住宅等への全戸訪問により、

被災者の健康状態を確認し その結果に応じ

１ 全戸訪問による健康状況確認事業の実施

岩手、宮城、福島の３県を重点支援

（介護基盤緊急整備等臨時特例基金（既設）の積み増し）

被災者の健康状態を確認し、その結果に応じ
て保健指導等を実施

２ 被災地健診・保健指導の実施
※基金造設期間： ２５年度末まで（延長）

【事業内容】

○ 保健活動支援事業

個別訪問時に、特定健診等既存の健診機会
が確保されていない方に対して、被災者健診
（仮称）の受診を勧奨

（３県以外は２４年度末まで）

○ 保健活動支援事業
・被災地以外からの保健師等の人材確保
・仮設住宅等居住者に対する継続的な

巡回保健指導

健康課題に応じて、バランスのとれた調理
方法等の指導や運動健康教室、健康相談会等
の開催

３ 各種健康支援事業の実施

巡回保健指導

など、県、市町村の創意工夫により実施可能

の開催

地域・職域連携推進事業
（平成２５年度予算額（案）４９百万円）

都道府県地域・職域連携推進協議会 ２次医療圏地域・職域連携推進協議会

〈職域〉
・労働局
・事業者代表
産業保健推進

〈地域〉
都道府県

等

〈関係機関〉
・医師会
・看護協会
保険者協議会

〈地域〉
・保健所
・市町村
住民代表

〈職域〉
・事業所
・労働基準監督署
商工会議所

〈関係機関〉
・医師会
・医療機関

等・産業保健推進
センター

等

・保険者協議会
等

・住民代表
・地区組織

等

・商工会議所
・健保組合
・地域産業保健

センター 等

等

主な事業内容 主な事業内容

○地域・職域連携により実施する保健事業
等について企画・立案、 実施・運営、評価
等を行う

○事業者等の協力の下 特定健診 特定保

○特定健診・保健指導の結果データ等を基
に、管内の事業の評価・分析

○特定健診・保健指導、各種がん検診等の
受診率向上のための情報収集 共有○事業者等の協力の下、特定健診・特定保

健指導等の総合的推進方策の検討 等

受診率向上のための情報収集・共有
○共同事業の検討・実施 等
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地域・職域連携推進事業における
自殺 うつ病等対策の強化自殺・うつ病等対策の強化

保健所 うつ・精神保健所 う 精神

既存の地域職域・連携推進協議会に以下の支援実務者の追加

市町村
労働

過労・失業
経営不振産業医病院・診療所

（精神 診療内科）

市町村
（担当保健師）

民生委員

産業保健師

学識経験者

連携

経営不振

学校

（精神・診療内科）

事業所労務担当者NPO・ボランティア

警察消防 薬局

具体的な取組事例
弁護士会

いじめ地域産業保健センター 自死遺族の会

○企業を対象にアンケートを実施し、事業所への出前講座の実施
○メンタルヘルスに関する研修会の実施
○地域・職域連携推進事業で相談窓口の周知 等

弁護士会
多重債務

自殺予防対策に関する行政評価・監視〈結果に基づく勧告〉

調査の概要背景

○政府は、自殺対策基本法（平成18年法律第85
号）に基づき策定した「自殺総合対策大綱」（平
成19年6月8日閣議決定）において 平成28年

○調査実施時期：H23年5月～24年6月
○調査対象：

内閣府 国家公安委員会（警察庁）

調査の概要背景

成19年6月8日閣議決定）において、平成28年
までに、17年の自殺死亡率（25.5）を20％減少
させるとの数値目標を設定

○年間自殺者は、平成17年以降、ほぼ横ばい

内閣府、国家公安委員会（警察庁）、
金融庁、消費者庁、総務省、法務
省、文部科学省、厚生労働省、農林
水産省、経済産業省、国土交通省、

が続き、ここ2年は減少しているものの、以前と
して3万人超

○各府省が実施している自殺予防対策に関係
する施策及び当初予算額

防衛省
○関連調査等対象：

都道府県（24）、政令指定都市（6）、
独立行政法人（3） 民間団体等（52）する施策及び当初予算額

平成23年度11府省庁・132施策（約149億6400万円）

独立行政法人（3）、民間団体等（52）
○主な調査事項：

①関係機関における自殺予防対策に
関係する施策の取組状況

②東 本大震災 対応 た自殺 防所見
【勧告日】平成２４年６月２２日
【勧告先】内閣府 文部科学省 厚生労働省 ②東日本大震災に対応した自殺予防

対策の取組状況 等
○動員局所：

管区行政評価局 6局

○地域・職域連携推進協議会における地域保健と
産業保健との連携による自殺対策について、地域・
職域ガイドライン等に明確に位置付ける

所見 【勧告先】内閣府、文部科学省、厚生労働省

管区行政評価局 6局
四国行政評価支局
沖縄行政評価事務所

職域ガイドライン等に明確に位置付ける。

○具体的な連携方法や連携の取組事例の地方公
共団体への情報提供を一層推進する必要がある。

各自治体におかれては、地域・職域連携による自殺・うつ病等を含めたメンタルヘルス対
策について、厚生労働省からの情報提供等を参考に、より一層取り組んでいただきたい。
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国立保健医療科学院における保健師の人材育成
専門課程Ⅱ 地域保健福祉分野専門課程Ⅱ 地域保健福祉分野
○対象：
（１）国や地方公共団体から派遣された保健・医療・福祉分野に従事している職員

（保健師、助産師、看護師、管理栄養士、福祉職など）
（２）将来、地域保健福祉活動分野の職務に就職することを志望し、そのための高度の知識を得ようとする方

施○実施期間：1年間
○目的：地域保健福祉業務において、指導的立場で実践活動を総合的に推進するために必要な能力を養うことを目的とする

専門課程Ⅲ 地域保健福祉専攻科専門課程 地域保健福祉専攻科
○対象：国や地方公共団体から派遣され保健・医療・福祉分野に従事している職員（保健師、看護師、管理栄養士、福祉職など）
○実施期間：3ヶ月（平成25年4月10日～平成24年7月19日）
○目的：地域保健福祉に関連する業務において、実践活動の質的向上を図るために必要な知識・技術を習得することを目的とする

公衆衛生看護管理者研修（実務管理）
○対象：
（１）保健師の免許を有し、保健師として地方公共団体等に勤務し、管理的立場（実務リーダー）にある方
（ ）前記に掲げる方と同等以上 学識及び経験を有すると院長が認めた方（２）前記に掲げる方と同等以上の学識及び経験を有すると院長が認めた方
○実施期間：前期 平成25年5月20日～平成25年5月28日 7日間

後期 平成26年1月15日～平成26年1月17日 3日間 計10日間
○目的：公衆衛生看護活動の管理者として、期待される役割や機能を総合的に判断でき、実務業務へ応用することができる知識

と能力の習得を目的とする

公衆衛生看護管理者研修（人材管理）
○対象：都道府県・保健所設置市・特別区の人材育成・保健師総括部門あるいは管理的立場の保健師
○実施期間：平成25年11月12日～平成25年11月15日 随時：遠隔教育（3 5時間） 計 集合研修4日間＋遠隔教育○実施期間：平成25年11月12日～平成25年11月15日 随時：遠隔教育（3.5時間） 計 集合研修4日間＋遠隔教育
○目的：次世代の人材育成を施策的に実行していく公衆衛生看護管理者の役割を認識し、そのために必要な知識、技術の習得を

目的とする

国立保健医療科学院ホームページ http://www.niph.go.jp/entrance/h25/index.html

地域保健従事者現任教育推進事業 平成２５年度予算額（案）：５０百万円地域保健従事者現任教育推進事業 平成２５年度予算額（案）：５０百万円

平成２５年度 保健師人材育成関連予算（案）

保健師の人材確保・育成対策を推進するため、地域保健従事者に対する人材育成の中核となる保健所等を中心とした現任教育
体制を構築する。

（１）地域保健従事者の現任教育体制の構築

地域保健従事者現任教育推進事業 平成２５年度予算額（案）：５０百万円地域保健従事者現任教育推進事業 平成２５年度予算額（案）：５０百万円

（１）地域保健従事者の現任教育体制の構築
【補助先：都道府県、指定都市 補助率：１／２】
・人材育成ガイドラインの作成及び評価に係る検討会等開催経費
・卒後臨地研修を企画・調整する会議のための開催経費
・教育の中核となる保健所等以外の保健所等の研修体制の把握・評価・助言等を行うための旅費
国立保健医療科学院が行う研修に参加する際の旅費及び職員代替経費・国立保健医療科学院が行う研修に参加する際の旅費及び職員代替経費

（２）中核市等における人材育成ガイドラインの作成及び評価事業
【補助先：保健所設置市（指定都市を除く）、特別区 補助率：１／２】
・人材育成ガイドラインの作成及び評価のための検討会等開催経費

（３）保健所保健師等育成支援事業
【補助先：都道府県 補助率：１／２】
・新任保健師が行う家庭訪問等に退職保健師などが育成トレーナーとなって同行し助言等を行うための雇上経費（謝金）等
・教育の中核となる保健所等が実施する研修に保健所保健師が参加する際の旅費及び職員代替経費

（４）市町村新任保健師等育成支援事業
【補助先：保健所設置市、特別区、市町村 補助率：１／２】【補助先：保健所設置市、特別区、市町村 補助率：１／２】
・新任保健師が行う家庭訪問等に退職保健師などが育成トレーナーとなって同行し助言等を行うための雇上経費（謝金）等
・都道府県が実施する研修に市町村保健師が参加する際の旅費及び職員代替経費

保健師管理者能力育成研修事業 平成２５年度予算額（案）：９百万円保健師管理者能力育成研修事業 平成２５年度予算額（案）：９百万円

市町村の管理的立場にある保健師を対象に、人材及び業務の管理に必要な能力を向上させるため、全国をブロック別に区分し研修事
業を実施する。【本省費】

各自治体にお は 保健師 臨地研修 努力義務化（保健師助産師看護師法）や「新各自治体においては、保健師の臨地研修の努力義務化（保健師助産師看護師法）や「新
人看護職員研修ガイドライン～保健師編～」（平成23年２月）を踏まえ、より一層、人材育成
に取り組んでいただきたい。
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